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Summary
The purpose of this paper is to make an inquiry into how the victim’s predisposition is treated in 
the case of pollution, especially, air pollution: that is, to analyze if they should reduce the damages 
by the reason of contribution of the predisposition and which theories should be taken for the 
case.
About that problem, it seems to be said that the theory of the judicial precedent is established 
after the three judgments, those are given in 1988, 1992 and 1996 in Japan. But those three 
judgments are all about the cases of traffic accident. So I casted a doubt that such theory was 
really applicable to the worker’s accident and the medical accident in my past another papers. 
And this paper is on the extension line of those my papers. I would like to obtain the total 
viewpoint through the observation of the case of the air pollution. 
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Ⅰ　はじめに
本稿は、被害者の素因の問題について、公害訴訟、とりわけ、大気汚染公害訴訟との関係で、素
因がどのように法的に処理されているかを概観することを目的としている。
損害賠償請求におけるいわゆる素因減額の問題は、心因的要因を斟酌した昭和63年の最高裁判決1、
被害者の疾患を民法722条₂項の類推適用により斟酌できるとした最高裁平成 4 年判決2、被害者の
平均的な体格ないし体質は原則として斟酌できないとした最高裁平成 8 年判決3で判例理論は確立
されたものとされてきた。しかし、これらの判決はいずれも交通事故事例における判決であったと
ころ、近時、平成20年には労働災害事例においても素因を斟酌できるという最高裁判決が出された4。
このような状況の下において、筆者は、平成 8 年判決以前の判決はいずれも交通事故事例におけ
るものであり、労働災害事例や医療過誤事例については別途考察の必要があるのではないかという
主張を展開してきた5。本稿もその延長線上にあるものと言えるのであり、被害者の素因の問題を
公害訴訟においても交通事故訴訟と同様に処理しうるのかという疑問のもとに大気汚染公害訴訟諸
事案の整理を図るものである。
わが国の公害問題は法律問題としてのみならず、社会的に非常に大きな問題として膨大な議論が
なされてきた。わが国の工業化に伴って顕在化してきた公害問題について、昭和30年代から全国各
地で反公害運動が生じ、昭和42年の四日市ぜんそく訴訟、新潟水俣病訴訟を皮切りに、昭和43年の
イタイイタイ病訴訟、昭和44年の熊本水俣病訴訟が提起された。判決は、昭和40年代後半に相次い
で出され、いずれも原告勝訴の判決であった6。このような四大公害訴訟おいてだけでも法的観点
のみからしても大量の議論が存在してきた。「公害」とは、一般に、大気汚染、水質汚濁、土壌汚
染、騒音、振動、地盤沈下、悪臭などにより人身に被害が及ぼされることを指すが、「被害の発生」
がその要件となっていた。これに対して、その後、議論は進展し、人身に直接的な被害が及んでい
なくとも、環境の破壊や環境への侵害それ自体をもって法的に問題とすべきであるという考えが生
じて、いわゆる「環境破壊」問題という視点から、諸問題の解決が模索されるようになった7。そ
の意味では、本稿が「公害事例」を研究対象としているのは時代遅れの感があることも否めない。
ところで、公害による人身被害においては、「特異性疾患」と「非特性疾患」とがあると言われる。
前者は公害の汚染物質により固有に発症する疾病のことであり、後者は公害により発症する疾病が
その汚染物質に固有に起因するものではない疾病のことである。そして、非特異性疾患において、
問題が特に顕著なのが大気汚染公害である。四日市ぜんそくに代表されるように、ぜんそくという
 
₁　最判昭和63年₄月21日（民集42巻₄号243頁）。
₂　最判平成₄年₆月25日（民集46巻₄号400頁）。
₃　最判平成₈年10月29日（民集50巻₉号2474頁）。
₄　最判平成20年₃月27日（判時2003号155頁）。
₅　谷口聡「労働災害事例における被害者の素因」高崎経済大学論集53巻₁号75頁、同「医療過誤事例における被害者の素因」
高崎経済大学論集53巻₄号45頁参照。
₆　大塚直「四大公害訴訟判決」法学教室No.349 20頁以下など参照。
₇　大塚直「民法と現代社会−公害・環境問題−」法が教室NO.185 54頁以下など参照。
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疾病は患者自身のアレルギー体質によっても発症・増悪する可能性のあるものである。慢性気管支
炎なども患者自身の喫煙という行為により増悪する可能性があるものである。被害者の素因の問題
性は、加害行為と素因とが相俟って疾病などが発症・増悪するという点にある。したがって、公害
と被害者の素因の法的問題を考察する上では、非特異性疾患が重要な問題となる大気汚染被害事例
を検討することが重要である。そのような理由から、本稿では、大気汚染公害事例において、非特
異性疾患がどのように採り上げられているかという考察を通じて、被害者の素因の問題を検討して
いくものである。したがって、公害訴訟自体は過去のものであっても、その検討には一定の価値が
あるのではないかと考えられる。
Ⅱ　大気汚染公害訴訟の検討のための視点
前述のように、筆者は、素因減額の問題について、交通事故事例とその他の事例領域の問題を同
様に取り扱うことができるのかという疑問を問題意識としている。したがって、本稿における検討
の視点は、被害者と加害者のその事例領域における特有の関係性におかれる。労働災害事例や医
療過誤事例においては、被害者と加害者の「非対話者性」と「非対称性」を問題として検討した8。
公害事例においてはどのように考えるべきか考察したい。また、素因減額の法的構成についても検
討したい。その基礎として考えられる一つの視座は、素因減額という問題は、「因果関係」の問題
なのか、それとも被害者自身の「非難可能性」の問題なのかというものである。以上のような観点
から、以下、８つの大気汚染公害事例の個別の検討と、公害と素因に関する総合的な視点に基づく
学説の検討をおこない整理していきたい。
　　　　　　　　　 Ⅲ　具体的諸事例の整理と検討
１　四日市ぜんそく損害賠償請求事件　第一審　判決
　　津地裁四日市支部昭和47年７月24日判決（判時672号30頁）
［事実概要］
四日市第一コンビナートの工場群による大気汚染が原因で四日市市磯津地区の住民らがぜんそく
等の閉塞性肺疾患に罹患したとして、企業 6 社を相手に損害賠償を請求した事案。
［判決要旨］
①判決理由の「第二　不法行為」「三　原告らの罹患と大気汚染の関係」「₃　原告らの罹患およ
び症状増悪と、その原因ならびに亡今村善助、同瀬尾宮子の死因」という段において、「閉そく性
 
₈　前掲注₅掲載論文参照。
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肺疾患の原因に関係のある因子は、大気汚染のほかにも多数あり、各因子の疾患に及ぼす影響も大
小いろいろある。ところで、問題は、大気汚染と原告らの罹患または症状増悪（継続を含む。以下
同じ）との間の法的因果関係の有無であるから、それには、右大気汚染がなかったなら、原告らの
罹患または症状増悪がなかったと認められるか否かを検討する必要があり、かつそれでたりる。た
だし、他の因子が関与していても、大気汚染と罹患等との間に、右の因果関係が認められれば、損
害賠償責任に原則として消長をきたさないというべく、例外的に大気汚染の因子に被害者の過失が
考えられるときは、過失相殺が問題となりうるにとどまると解されるからである」とした9。
②そして、原告らの罹患した閉そく性肺疾患は、いわゆる非特異性疾患であって、その原因とな
る因子が数多く存し、かつ、いおう酸化物と関係なく以前から存在している疾患であることを認定
した10。
③次いで、「ロ　原告らの個別的検討」という項目における「原告中村栄吉」についての検討で、
被告らが同人に、アレルギー体質、一日 4 ，50本の喫煙の習慣、心因性の要因があることを主張し、
これが認定されるものの、「右程度のハウスダクト反応の結果や薬品アレルギーならびに心因的因
子では、同人の罹患の主要因子が大気汚染であることを左右することにはならないことが認められ
る」などとして因果関係の中断を否定している。以下に個別検討している原告らについても、主要
因子が大気汚染であることを否定できないなどとして、因果関係の中断を否定している11。
④また、「第五　損害」という段において、「以上判示したように、被告らは原告らに対し、共同
不法行為により連帯して原告らの受けた損害を賠償すべき義務があるというべきところ、公害事件
における賠償責任の特質として、第一に、公害においては、交通事故等通常の人身に対する侵害と
異なり、被害者が加害者の立場になりえないという立場の互換性がないこと、第二に、公害は環境
の破壊を伴うものであるため、付近住民らにとって回避が不可能であるということ、第三に、公害
による被害は広範にわたり、社会的な影響が大きいとともに、企業側にとって賠償すべき損害額が、
通常、莫大になるということ、第四に、公害においては、原因となる加害行為が当該企業の生産活
動の過程において生ずるものである以上、右生産活動によって利潤をあげることを予定しているの
に反し、被害者である付近住民にとって、右活動から直接えられる利益は存しないこと、第五に、
公害は一定地域の住民が、共通の原因により共通の被害を受けるものであるから、被害者間の被害
は、その意味において平等であるということがいわれているが、この理は本件の場合にも基本的に
該当すると解される」12。
⑤最後に、「二　喪失利益」の項目においては、被害者個々人の逸失利益の算定がなされており、「三
慰謝料」においても被害者個々人の慰謝料が認定されているが、因果関係の認定の項目で被告が主
張した、原告らのアレルギー体質、喫煙、心因的要因などの事情は、何ら一切斟酌されていない13。
 
₉　判時672号86頁
10　判時672号86頁
11　判時672号87〜91頁。
12　判時672号102〜103頁
13　判時672号103〜111頁。
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［本判決の検討］
この判決に関する文献は膨大なものであり、それらを記すことは割愛させていただきたい14。筆
者の視点から、以下の点について考察した。
①においては、加害原因以外に他因子が損害に寄与していても大気汚染と疾病損害との間に法的
因果関係が認められれば、賠償責任に消長をきたさないとし、また、他因子が被害者の過失である
場合には過失相殺が問題であるとしている。
そして、②で閉塞性肺疾患が非特異性疾患であることを認定しているが、③における被告らの主
張、すなわち、原告らにアレルギー体質、喫煙の習慣、心因性の要因があるという主張について、
主要因子が大気汚染であることを左右するものでないとして、これを退け、さらに、⑤の賠償額算
定においてもそれらの因子について何ら斟酌していない。
以上から、本判決は、被害者の素因の斟酌という視点で分析するならば、公害事例において、素
因不考慮とした判例の一つという位置づけを与えることがきできると考えられる。
また、これとは別に、④において、公害訴訟事例が交通事故訴訟事例とは異なっていることが記
されている15。特に、「第一」の点に関しては、加害者と被害者の立場の「非互換性」が述べられ
たものであり、重要なものであると考えられる。
２　関西電力多奈川火力発電所公害訴訟　第一審判決
　　大阪地裁昭和59年2月28日判決（判タ522号221頁）
［事実概要］
被告Y（関西電力株式会社）は、大阪府泉南郡岬町多奈川、谷川及び谷川地先埋立地に火力発電
機を昭和31年から建設して、その営業運転をしていた。亡A、B、C、D、E、Fおよび原告X 1 〜
X 6 らは、Yの火力発電所付近の住民であるところ、いずれもYの火力発電所の排煙には、硫黄酸
化物、窒素酸化物、煤塵などの有毒物質が含まれており、これらの有毒物質により肺気腫、慢性気
管支炎、気管支喘息等に罹患し、亡A外 5 名は死亡したとして、その相続人ら及びX 1 〜 X 6 が、
Yに対して、右死亡または右疾患による損害賠償を請求し、さらにX1らを含む付近住民369名が、
新たな火力発電所の建設禁止と既設の火力発電所の運転禁止を求める差止めの請求をした。
［判決要旨］
①「被告らの大気汚染と患者原告らの罹患等の因果関係」という因果関係認定の項目において、
「損害額の評価中において、患者原告X1他二名につき、アレルギー体質、喫煙、加齢等の原因力を
いかに評価するかについて述べる」として、原告側の事情を損害額評価においてなすことを表明し
 
14　損害賠償請求という点に関して、加藤雅信「四日市ぜん息事件」別冊ジュリスト　No.126 10頁、小賀野晶一「四日市ぜん息損害
賠償請求事件」別冊Jurist No.206 10頁などの判例研究が挙げられる。
15　この点については、淡路剛久「四日市公害判決の法的意義」判時672号₇頁においても指摘されている。
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ている16。
②「六　損害額の評価」という大きな項目の、「 2 　慰藉料額の算定」という段において、初め
に、賃金センサスなどを総合考慮して慰藉料額算定の基礎となる金額を、亡Aにつき、1200万円、
亡Bにつき、1200万円、原告患者X1につき、1100万円とした上で、「（ 2 ） 信義則に基づく限定責任
の抗弁の許否」という段において、次のように判示している。「イ　競合的加害関係における原則
　被告らの本件不法行為は、競合的加害関係にあたる。つまり被告らは、第一火力らの大気汚染物
質の排出行為により、他の大気汚染物質や患者原告らの喫煙歴・素因・加齢等とあいまち初めて同
人らを罹患せしめたものである。換言すれば、第一火力らの排出行為がない場合には、患者原告ら
の被害は発生しなかったもの（事実的因果関係の存在）と認められるので、かかる場合、被告は原
則として患者原告らの蒙った損害全体につき、賠償義務を負うべきである。その理由は、（イ）被
告らの排出汚染物質が患者原告らの発病の原因として寄与した分については、被告がその責任を負
うのが当然であり、（ロ）原被告のいずれの責めにも直接帰属しない、浮遊中の大気汚染物質や素因・
加齢・喫煙歴が右の発病原因として寄与した分についても、これを違法行為をなした被告が全部負
担すべきかという点より問題とするものであるから、不法行為を支配する損害の公平な分担の理念
に照らしてみると、浮遊中の大気汚染物質が寄与した分はもとより、素因等の分についても違法行
為者たる被告が負担すべきであるからである。」「ロ　例外（限定責任の抗弁）　（イ）しかしながら、
右の損害の分担の判断は、前記の事実的因果関係の存否の判断とは異なり、論理必然の関係で被告
に負担さすべきものと決まるわけではなく、右に述べたとおり、そう考える方が不法行為を支配す
る損害の公平な分担の理念に照らし妥当と考えられるにほかならない。したがってそこには損害の
公平な分担という不法行為の目的に照らし、信義則上右の原則を修正すべきものと考えられるケー
スにあっては、例外、つまり限定責任の抗弁を許す余地がある。その点は既に被害者側の事情に属
する素因等により被害が拡大した場合において、従前から、かなりのケースにおいて、（その法的
位置づけはともかく）実質的に被告の責任を限定する方向で配慮されてきたところであるが、そう
だとすれば、発病の原因となり得る第一火力ら以外の排出した大気汚染物質についても、右の素因
らと同様の思想にたってこれを配慮することもできるはずである。（ロ）かかる信義則上の一般原
則を適用して限定責任の抗弁を認める考え方は、昭和四七年一〇月一日に施行された大気汚染防止
法二五条の二の精神に悖るものではない」「（ハ）　また限定責任の抗弁に過失相殺の趣旨を受けた
いわゆる原因相殺の抗弁ほどには被害者側に減殺を大きく求めるものではないから、限定責任の抗
弁を認めたとしても、過失相殺の条文が実質上空文になるおそれもない」17。
③さらに判決文は続けて、「ハ　では、一般条項である右の信義則に基づく限定責任の抗弁がい
かなる場合にどの程度の限定力として働き得るかの点であるが、事案に応じ、格別に決するほかな
い。本件においてみると、　（イ）被告らの侵害行為以外の原因が物理的にみて発病の主要原因となっ
 
16　判夕522号291頁。
17　判夕522号328〜330頁。
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ており、被告らの侵害行為が発病の原因のごく一部でしかない、平たくいえば既に他の加害因子が
存在し、被告らの侵害行為が発病の引き金になったにすぎないこと、（ロ）被告らの侵害行為に故
意責任がなく、軽度の過失しかないなど、違法有責性が少ないこと、（ハ）被告らの侵害行為以外
の原因が患者原告ら側の責任領域に近いこと（例えば喫煙歴は患者原告らの責任領域に近く、逆に
加齢はそれにちかくないといえよう）。（ニ）被告にその責任全部を負担させた場合、被告がこれを
他の者に求償（ないし不当利得返還）請求で分散することができず、実質上それを負担しなければ
ならないこと、などの事情を考慮するのが相当であろうし、とりわけ、（イ）、（ロ）のそれらが重
要となろう」18。
④信義則に基づく抗弁事由を亡A、亡Bについて考慮して減殺すべき慰藉料の割合を判断し、と
もに四割とした。患者原告X1 についは、信義則に基づく限定責任及び過失相殺の両抗弁によって
減殺される慰謝料の割合を六割とした19。
［判例評釈の文献］
被害者の素因との関係に触れている文献としては、以下、₂つのものが見受けられる。
新美育文教授は、本判決が患者らの体質的素因や喫煙という要因を考慮して責任を限定したこと
について、次のように述べている。「こうした責任限定の考え方は、医療事故裁判例等においては、
しばしば見られるものであるが、公害に関する裁判例としては、最初のもののように思われる」と
している。そして、本判決が責任限定について信義則を根拠とした法的構成については、批判的に
捉えて、以下のように指摘する。「医療事故裁判例等において責任限定がなされる場合、その法的
構成は「割合的因果関係論」または「相当因果関係論」、もしくは「義務射程論」に求められるこ
とがときどき見られるものの、いまだ定説は存在していないといえるが、本判決は、信義則という
一般条項を持ち出してきて、その理由付けを行っている。一般条項を持ち出し、その背後にある裁
判官の価値判断を正面に示したいという点では好感が持てるが、法的構成がそれでよかったという
点になると、若干疑問が残らないでもない。本判決の価値判断を実現するためには、信義則を持ち
出さなくとも、「相当因果関係論」とか「義務射程論」によって十分理由付けを行い得たのではな
かろうか」としている20。
片山教授は、本判決の意義について、「限定責任の考え方は、従来から交通事故、医療過誤など
の裁判例において採りいれられてきたが、公害に関する裁判例としてはおそらく本判決が最初のも
のと思われ、その意味であくまで「例外」としての取り扱いではあるが極めて画期的と評価できよう」
としている。その上で、素因などの考慮の法的構成について、本判決の評釈で以下のように述べら
れている。「責任を限定する根拠についてはおおよそ、（a）因果関係の立証の側面からその不確実
性に応じた限定責任を認める説と、（b）原因競合の場合の寄与度に応じた限定責任を認める説と
 
18　判夕522号330頁。
19　判夕522号332頁。
20　新美育文「民事責任　多奈川公害訴訟判決」判夕529号185頁。
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に二分することが可能であるが、本判決は四つの考慮事由、寄与割合の認定からみて基本的には（b）
の流れにあり、不法行為の目的・信義則を根拠とする点からいわゆる『一般条項援用説』に近いと
分析できよう。ただ、あくまで「原則」は全部義務とする点、底流には（a）の考慮も存すると推
測される点に留意すべきではなかろうか。またこの点に関連して、本判決が喫煙を過失相殺事由と
して取り扱う点に注目すべきである。これは交通事故等で主流となりつつある『過失相殺類推適用
説』を意識したものと思われるが、信義則に基づく限定責任論との整合性が今後の課題となるであ
ろう」としている21。
［本判決の検討］
この判決では、結論として、アレルギー、加齢、喫煙習慣などを斟酌して、慰謝料の減額を図っ
ている。注目すべき点は、「素因」の法的構成について強い意識が感じられる判決文であること、
そして、因果関係の認定において、その「素因」を採り上げながらも、損害の評価の項目で最終的
に素因などを斟酌していることである（①判旨）。「素因」の斟酌について、その法的構成を強く意
識した上で、「アレルギー」と「加齢」は「信義則」を根拠として賠償額を減じる一方で、「喫煙習慣」
については、それとは内容が相違するものであることを明確に判示した上で、「過失相殺」（類推適
用ではない）の規定により斟酌しているという特徴がある。そして、この信義則による斟酌を過失
相殺と並列に被告の「抗弁事由」と位置付けている点も注目に値する（②判旨）。さらには、その
ような一般条項の信義則による「素因」の斟酌について、その斟酌要件も明示しているところにも
特徴がある（③判旨）。
公害訴訟事例において、おそらく初めて割合的責任を採用した判例としても大いに重要なもので
あると言えるが、信義則適用という法的構成について、新美教授は批判的である。契約責任などに
おいては、特別な社会的接触関係に入った当事者同士の信頼関係を裏切るという意味で、 1 条 2 項
は様々な場面での適用があるものであるが、不法行為の加害者と被害者の信義誠実の原則とはいか
なるものであるのか、その説明は課題となるものと思われる。
３　千葉川鉄訴訟第一審判決
　　千葉地裁昭和63年11月17日民事第二部判決（判タ689号40頁）
［事実概要］
判例タイムズ記載の匿名囲い込み記事によれば、事実関係はおよそ以下のとおりである。川崎製
鉄株式会社（被告、以下「Y」という）は、千葉県および千葉市の工場誘致政策に応ずることとし、
本件地域に鉄鋼一貫工場を建設することを計画して、昭和26年2月製鉄所の建設に着工し、昭和28
年₆月第一溶鉱炉に火を入れて操業を開始した。その後、製鉄所から排出された煙やほこりが本件
 
21　片山直也「関西電力多奈川火力発電所事件」別冊ジュリストNo.126 27頁
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地域に飛来して住民に被害を及ぼすようになった。本件第一次訴訟は、昭和50年5月26日に提起され、
公害病の認定患者47人が約₅億₆千万円の損害賠償を請求したほか、公害健康被害補償法の第一種
地域に居住し又は勤務する者153人が被告千葉製鉄所の第六溶鉱炉の建設差止め請求と各住居地又
は勤務地に昭和48年の環境基準を超える二酸化硫黄、二酸化窒素および浮遊粒子状物質（以下、「三
物質」という）を侵入させてはならないとの請求をした。第二次訴訟は、昭和53年4月17日提起され、
公害病の認定患者37人が約4億4千万円の損害賠償を請求したほか、194人が第六溶鉱炉の操業差止
請求と三物質の排出差止請求をした。
［判決要旨］
①「第五章　因果関係」という大きな項目の「第一　総論」という段落において、以下のように
因果関係の立証・認定に関して判示している。「民事訴訟における因果関係の立証は、『経験則に照
らして全証拠を総合検討し、特定の事実が特定の結果発生を招来した関係を是認し得る高度の蓋然
性を証明することであり、その判定は、通常人が疑を差し挟まない程度に真実性の確信を持ちうる
ものであることを必要とし、かつ、それで足りる』（最高裁判所昭和50年10月24日第二小法廷判決）
ものというべきである。ところで、本件疾病の臨床的特徴は、理由の部第七章の第一に記載したと
おりであり、本件疾病は『非特異性疾患』であると言われている。この『非特異性』とは、『ある
炎症又は疾患について、その原因がはっきり分からない場合、又は原因が数多くあってこれを特定
することができない場合』であることを意味する。したがって、本件疾病の発症及び症状の増悪に
原因を与える因子としては、大気汚染物質のほかに、各人の年齢、性別、居住歴、職業歴、喫煙歴、
遺伝、アレルギー体質、既往症等をあげることができるのであるから、そのうちの大気汚染物質と
本件疾病の発病等との間における因果関係の立証については、訴訟技術的に難しい問題がある。し
かし、因果関係に関する立証の原則を変更するのは相当でないものというべきである」22。
②「第八章　損害賠償請求」という大きな項目の「第二　個別損害額」という項目において、原
告患者個々人の諸事情を総合勘案して、それぞれの原告患者について個別に包括慰藉料を認定して
いる。そのような「諸事情」の中には、様々なものがあり、「肝臓病」「喫煙」「遺伝的素因」「アレ
ルギー」など様々な事情が斟酌されている。ただし、法的構成に関する特別な言及は見られない23。
［判例評釈の文献］
前田陽一教授の本件判例評釈においては、因果関係の認定について着目しつつ、非特異性疾患と
の関係で以下のように述べているが、被害者の素因ないし、被害者の過失についての減額について
言及するものではない。ただし、因果関係の認定においては、他原因の影響が争点となるので、そ
の意味において、前田見解に言及することとする。前田見解は因果関係認定においける確率的心証
 
22　判夕689号48〜49頁。
23　判夕689号91頁以下。
−50−
高崎経済大学論集　第 56 巻　第 1 号　2013
について、以下のように触れている。「本判決は、因果関係の認定をかなり暖めた形で行いつつ、
判旨（五）ロによって賠償額を抑えた判断をしている。判旨のいう疾病の発症及び増悪に影響を及
ぼした原因の考慮は、実質的には、専ら他原因に起因する症状が少なからず混在している虞を考慮
したもの、即ち、確率的心証論を採ったもの、と解する余地がある。集団的訴訟に限るならば、妥
当な解決と思われる」24。
４　倉敷大気汚染公害訴訟第一審判決
　　岡山地裁平成₆年₃月23日判決（判時1494号₃頁）
［事実概要］
前記判例時報冒頭記載の匿名による事実概要をまとめた記事によれば、以下の通りである。昭和
30年前後から水島工業地帯の整備を開始して、企業誘致運動を始めたところ、昭和39年には水島工
業地域を中心とする県南地域が新産業都市に指定され、以後、水島臨界工業地帯は、計画的に建設
された工業地帯として発展した。Yらの企業は、右企業誘致に応じて水島地域に進出して操業を開
始した。しかし、Yら企業の操業に伴い、その排出する亜硫酸ガス等により、昭和40年ころから周
辺住民の間に呼吸器に異常を訴える患者が急増した。昭和50年には、同地域は公害健康被害補償法
第一種地域に指定された。
本件は、水島コンビナート周辺地域に、かつて、または、現在居住ないし勤務し、公害健康被害
補償法所定の指定疾病（慢性気管支炎、気管支喘息、喘息性気管支炎、肺気腫及びこれらの続発性）
の認定を受けた患者53名が、同コンビナート内に事業所を有するYら企業に対して、その工場の操
業により排出された大気汚染物質（硫黄酸化物、窒素酸化物、粒子状物質）により健康被害を受け
たとして、大気汚染物質の排出の差止めと、死亡患者一人につき4000万円、生存患者については、
一人2000万円ないし3000万円の損害賠償を請求した。
［判決要旨］
①判決理由の一番大きな項目の「第四　因果関係」の「一　医学的知見一般について」という段
落において、以下のように述べられている。「１　大気汚染と本件疾病　　大気汚染と本件疾病と
の関係については、・・・二酸化硫黄及び二酸化窒素等による大気汚染は、濃度はともかくとして、
本件疾病の病因となりうることが認められる。ところで、本件疾病は、非特異性疾患であり、発病
及び増悪の因子としては、大気汚染のほかにも内的因子として、加齢、性、人種、既往症等、外的
因子として、喫煙、気候、職業的因子、感染等があり、特に大気汚染による本件疾病の発症、増悪
等については、自然科学的、医学的メカニズムが十分に解明されているとはいえない。しかし、訴
 
24　前田陽一「千葉川鉄事件−疫学的手法による因果関係の認定」別冊ジュリストNo.126 43頁。ほぼ同旨、前田陽一「千葉川鉄事
件−疫学的因果関係」別冊Jurist No.206 33頁。その他、直接、素因の問題に言及していない評釈として、中井美雄「千葉川鉄大
気汚染公害訴訟第一審判決」判評375号47頁（判時1340号209頁）などがある。
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訟上の因果関係の有無の立証は、後記のとおり、自然科学、医学、疫学等特定の学問、手段、方法
によって立証されなければならないものではなく、経験則に照らして全証拠を検討し、特定の事実
が特定の結果を招来した関係を是認しうる程度の高度の蓋然性を証明することで足りる（この点は、
公害訴訟と通常の民事裁判とで異なるところはない。）というべきである」とした25。
②判決理由の一番大きな項目の「第六　損害」の「二　原告らの損害算定につき考慮すべき事情」
という段落において、以下のように述べられている。「原告らの損害は被害の内容が被害者ごとに
異なることは前示のとおりであり、原告らの一律請求に拘束されるものではないから、罹患した疾
病の種類、症状の程度・推移、入通院期間、年齢、職歴、症状の発症及び増悪に影響を及ぼした原
因、他疾患の有無、死亡原因等各人ごとの個別事情を考慮して本件口頭弁論終結日までに生じた損
害を算定することとする」26。
③「原告らの個別損害額について」という項目で個別の賠償額の数額が記述されているものの、
素因などの被害者側の事情を特に根拠とした減額に関する言及は見られない27。
［本判決の検討］
大気汚染による非特異性疾患に罹患被害による損害賠償請求であるが、「被害者の素因」に関す
る格別な言及はみられない。個別患者の因果関係という争点においては、患者の疾病が他原因によ
るものであるなどの主張が被告側からなされたが、退けられている28。
５　大阪西淀川大気汚染公害訴訟第2次～第4次判決
　　大阪地裁平成7年7月5日判決（判時1538号17頁）
［事実概要］
前記判例時報の匿名冒頭記事によるまとめによれば、事実関係は以下のようである。
本件は、大阪西淀川大気汚染公害についての第二次ないし第四次訴訟の第一審判決である。
大阪市西淀川区は、大阪市の西北端、阪神工業地帯の中心に位置し、昭和54年において、工業系地
域が全体の63％、住居系地域が17％を占める住工混在地域で、公害に係る救済に関する特別措置法
制定の当初から指定地域に指定され、その後公害健康被害補償法制定とともに同法に基づく第一種
地域に指定されるなどしていた。
原告Xらは、大阪市西淀川区に現在又は過去に居住し、公害健康被害補償法所定の指定疾病であ
る慢性気管支炎、気管支喘息、肺気腫及び喘息性気管支炎の認定を受けた患者あるいはその相続人
（患者総数432名）であるが、本件は、同区内を走行する国道および高速道路が、同区内に隣接する
 
25　判時1494号69頁。
26　判時1494号84〜85頁。
27　判時1494号85〜86頁。
28　素因の問題に言及していないが、この判決の評釈として、石田正也「企業の大気汚染と闘った倉敷公害訴訟」法セミNo.511 ₇
頁参照。
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此花区および尼崎市等に存する工場や事業所とともに主要汚染源となって排出された大気汚染物質
により、患者らが健康被害を被ったとして、国道を管理する国（Y1）、高速道路を管理する阪神高
速道路公団（Y2）に対し、環境基準値を超える窒素酸化物及び浮遊粒子状物質の排出差止め並び
に総額およそ86億円の損害賠償を求めた事案である。
［判決要旨］
①「事実及び理由」の「第二部　争点に対する判断」「第四章　発症の因果関係」「九　総括」と
いう項目において、大気汚染と患者の疾病の発症との因果関係について、大気汚染と患者の疾病発
症との因果関係の成立を認定している。
②同じく、第二部の「第七章　損害賠償請求」という大きな項目の「第四　個別被害の存否、原
因及び損害の評価」という損害評価に関する一般論を述べた項目のさらに、小項目の「三　個別的
因果関係における疫学的証明の評価」という項目で、次のように判示している。「２　個別的因果
関係と他因子の評価（因果関係論としての他因子論） （一）指定疾病は、非特異性疾患であり、大
気汚染はその発症原因の一つであるが、他にも種々の原因が考えられ、それらの複合によって引き
起こされる可能性もあること、それゆえに発症の原因を一義的に特定することは困難であること、
このような事情を前提として、損害を適正に分担させるため、個々の患者について、これを調査対
象となる集団の縮図として捉え、疫学的調査結果を基礎とする立証にとどまる限り、大気汚染の集
団への関与の割合に相当する限度で個々人に対する侵害と評価するのが相当であることは、大気汚
染公害の特質と法的因果関係の問題として判断したところである。」「（二）以上を前提に個別的因
果関係の把握において、各他因子をいかに把握すべきかを整理すると次のとおりとなる。（1）西淀
川区の有症率の増加を示す調査結果を中心に各種の疫学調査結果を検討し、西淀川区の大気汚染レ
ベル、公健法に基づく地域指定における大気汚染度と有症率の関係、西淀川区における認定患者数
の推移など、これまでに判断してきた諸事情を総合的に勘案し、相対危険度を基礎に症状増悪の影
響等をも併せ考慮して、大気汚染が健康に与える影響度は次の（2）に示す特別考慮を要する他因
子群に属しない患者については、これを八割程度とみるのが相当である。　（2）これに対し、喫煙
者については、重度になるほど慢性気管支炎及び肺気腫の有症率が著しく増大し、その逆に大気汚
染による影響度が減少することが明らかであるから、相対危険度はそれだけ低下することになる。
加齢についても同様の傾向が明らかである。また、気管支ぜん息に対するアレルギーの関係につい
ても、小児ぜん息においては、アレルギーの影響が強いことが認められる。したがって、重度喫煙
者、高齢（六〇歳以上）発症者及び小児ぜん息患者については、それぞれに係る調査結果に基づき
いずれも六割程度とみるのが相当である。換言すると、右以外の他因子の影響（軽度喫煙、受動喫
煙、六〇歳未満における加齢、小児ぜん息以外の患者におけるアレルギー等）は、大気汚染以外の
因子の平均的な影響の範囲内のものとして、（1）の割合が採用されることになる」とした29。
 
29　判時1538号159〜161頁。
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③同じく、第二部、第七章、第四の小項目、「四　損害算定上の考慮事項」という項目において、
次のような判示がなされている。「２　他因子の寄与（損害論としての他因子論）（一）問題の所在 
・・・被告らは、大気汚染と他因子が競合して指定疾病を発症させた場合について寄与度減額を主
張するところ、この主張は因果関係の割合的判断を前提としたうえでも観念される右競合の場合に
おける減額の趣旨を含むものと解される。　ところで、このように被害者側の原因が加害行為と競
合して損害を生じさせた場合において、被害者側の原因の態様や程度などに照らして、加害者に損
害の全部を負担させるのが公平の観点から相当でないときは、民法七二二条二項の規定を類推適用
して、被害者側の原因を斟酌することができると解される（最高裁平成四年六月二五日第一小法廷
判決・民集四六巻四号四〇〇頁参照）。　そこで、かかる見地から、各因子の存在をいかに評価す
べきかを以下検討する。　（二）アレルギー　アレルギー素因を特殊な素因とみるべきか否かをさ
ておくとしても、それが生来的なものであって、選択の余地がないうえ、大気汚染のように広範か
つ継続的な行為であり、様々な属性を有する相当多数の者に影響を及ぼす行為の場合、その多数の
者の中には病的ないし特殊な素因を有する者が一定の割合で含まれるのは自明であり、かつ大気は
生存のために不可欠なものであって、その者らは当該地域に居住する限り全く回避策がないのであ
るから、両因子競合による損害発生は偶然の結果とはいえず、右の判断基準に従っても、このよう
な素因を理由として寄与度減額するのは相当でない。　（三）喫煙　喫煙は個人が自らの意思で選
択できるものであるうえ、健康上芳しくない影響のあることはかねてより一般にも知られていたと
ころである。・・・喫煙については、寄与度減額を考慮する余地がある。　（四）受動喫煙　受動喫
煙の場合についても、被害者側の選択に属する事情であることに鑑み、右（三）の場合と同様、寄
与度減額を考慮する余地がある。もっとも、自ら喫煙する場合と比べれば影響の程度には相当違い
があるから、特に態様の重い場合に限られることになる。　（五）加齢　加齢は、特殊な要因では
なく誰もが選択の余地なく経験する自然の経過であり、また、地域によって多少の相違はあるにせ
よ、人口の一定割合は一定年齢以上の層によって占められている。したがって、アレルギーについ
て述べたと同様の理由から、寄与度減額をするのは相当ではない。　（六）まとめ　以上のとおり
であるから、大気汚染と他因子の競合による発症部分を観念できるとしても、まず、アレルギーと
加齢の場合は寄与度減額をするのは相当でない。　これに対し、喫煙（及び特に態様の重い受働（マ
マ）喫煙）の場合は、寄与度減額を考慮する余地があると考えられるが、もとよりその度合いを正
確に計る資料は乏しく、これを独立に評価することは困難である一方、翻ってみるに、もともと前
記発症の因果関係の割合的把握は、実体手続両面から損害の公平な分担を目的としたものであり、
他因子の影響を可及的正確に反映させることが望ましいにしろある程度概数的であることは免れな
い性格のものであるから、・・・喫煙の程度が比較的重い場合につき、他因子としてこれが存在す
る場合の割合を決定すれば足りるものと解される。この結果、重度喫煙の場合の大気汚染の帰責性
は五割程度とみるのが相当である」とした30。
 
30　判時1538号163頁。
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［判例評釈の文献］
吉村教授は、本判決が、割合的因果関係論や確率的心証論の採用を避けて、割合的な処理をした
ことについて、以下のように評釈される。すなわち、「本判決は、大気汚染の集団への関与自体を
加害行為と捉えることにより、因果関係自体の証明度については従来の考え方を維持している。・・・
本判決の『個人は集団の縮図』という論理により疫学によって証明された集団に対する大気汚染の
寄与度を個別的因果関係に置き換えるという手法」が採られているが、「このような考え方をとれば、
割合的な処理の適用範囲を限定することが可能となり、同時に、個別的因果関係の立証困難を理由
に被害者救済を切り捨てることの不当性を回避することもできる。これらの点で、本判決の考え方
は、今後の同種の問題の解決のあり方に一石を投じたものとして検討に値すると言えよう」として
いる31。
［本判決の検討］
本判決では、第一に、①において因果関係の成立を認定し、②個別的因果関係の認定において、
損害賠償の範囲の問題として割合的な判断をなしている。この点は吉村教授も肯定的な評論をして
いる。そして、この判決で筆者が最も注目するのは、③における損害論の問題として、交通事故事
例で被害者の疾病が素因減額された最高裁平成 4 年判決を引用しながらも、原告患者のアレルギー
と加齢について寄与度減額を否定した点である。喫煙と受動喫煙については寄与度減額の対象とし
ている。喫煙などについては、患者側にも非難可能性があるのに対して、アレルギーや加齢には患
者に不可避なものであり、非難可能性がないという価値判断に立ったものと思われる。
 　（以下、次号につづく）
 （たにぐち　さとし・本学経済学部准教授）
 
31　吉村良一「西淀川大気汚染公害訴訟（第二〜第四次）判決の検討」法時67巻11号₈頁、₉頁。その他、素因もの問題には直接
言及していない評釈として、津留崎直美「西淀川大気汚染公害訴訟」法時73巻₃号53頁、潮海一雄「一　大阪西淀川大気汚染
公害第二次〜第四次訴訟第一審判決　二　国道四三号線訴訟上告審判決」判評451号188頁（判時1570号188頁）、高見進「西
淀川大気汚染公害訴訟（第二〜第四次）と抽象的差止め請求の適否」判夕1062号158頁、淡路剛久「道路公害の責任を認めた
二つの判決（上）」環境と公害Vo1. 25 No.3 18頁　同「同（下）」Vo1.25 No.4 25頁、新美育文「共同不法行為の要件」『法学教
室増刊　民法の基本判例　第二版』（有斐閣1999）183頁、大塚直「西淀川事件」別冊ジュリストNo.126 44頁、同「西淀川事件
第1次訴訟」別冊Jurist No.206 34頁、新美育文「西淀川事件第₂次〜第₄次訴訟」別冊Jurist No.206　38頁などがある。
